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北海道大学衛生工学シンポジウム
1993.11北海道大学学術史流会館

ごみ収集有料化実施による都市ごみ発生原単位への影響

吉田英樹(室蘭工業大学)、田中信寿(北海道大学)
松藤敏彦(北海道大学)、穂積準(室蘭工業大学)

1. はじめに

今日、多くの自治体ではごみ収集量および埋立処分譲の減麓のため、焼却処理の実施や資掠回収を

行っており、このような傾向は全国的に広がっている。また一方で、ごみ収集・処理コストの増大が

財政を圧迫するため、従来無料であった家庭からでるごみの収集を有料化しようとする政策がいくつ

かの自治体により近年とられてきている。そして、有料化がごみ減量に有効であると言われている

1)。このような有料化実施前後のごみ減量は資掠割収、厨芥の堆肥化などを始めとする家庭でのごみ

減量の努力によりなされていると恩われるが、本研究はこれらに関する定量的な考察と有料化実施に

よる市民へのインパクトについて腕らかにすることを詩的としている。本研究では有料化実施前後の

ごみ減量の効果の著しいと雷われている北海道伊達市を例に取り上げた。

2. 北構遊伊達市の概要およびごみ収集状椀

北海道伊達市は、人口約3万5千人を有し、漁業・

農業が盛んであるが比較的3次産業への就業者も

多い。平成1年4月に焼却施設が稼働し、同年7月

にごみ収集有料化を毘始した。料金は家庭からで

るごみは無料であったものがごみ袋1枚あたり60

円となり、事業所からでるごみは事業種により定

額であったものが100kgあたり370円となり、事業

所でも有料化後に負担増になっていたと推定され

る。

昭和63年度から平成3年度までの伊達市の家庭

系ごみ収集量(粗大ごみを除く)の月別変化を図

fl 

図1 伊達市家庭系ごみ発生量変化

1に示した。ごみ量は、住民l入1日あたりのグラム数で示している(これを原単位と呼ぶ)。ここで

家庭系ごみとは、市により収集される一般家庭からでるごみである(一部商唐のごみも混入)。

ごみ収集量データを取扱うにあたっては、計量方法に関する詳細な情報を確認する必嬰がある。特

に最近は、焼却処理場を持たない中小都市が焼却処理場の新規稼働と同時に有料化を始める場合も多

く、有料化前までごみ量は推定に依っていたケースがある{例えば取り上げた伊達市、北海道倶知安

町)。伊達市も、焼部施設稼働後はすべてのごみを計量しているが、それ以前は市ごみ収集車あるい

は持ち込み際使用されるトラック 1台あたりの積載重量を仮定してごみ叡集還を推定していた。家庭

系ごみについてこの積載重量の仮定値と計量開始後の実績値と比較検討したところ、伊達市が公表し

ている有料化前年(昭和63年度)のごみ量データは10%減として考えるのが妥当であると推察された。

しかし、依然として相当最の減量が見られている。有料化開始前後の1年鰐で家庭系ごみは135gl

〈日・人〉の減少があったと推定された。

閣からわかるように、有料化が実施される平成1年7月直前にごみ量が増加したのち、実施とともに

激減し、その後約3年に豆って安定している。したがって、市民によるごみ減量の効果は実施前後の

きわめて短い期間に達成され、その後は引き続き効果が持続しているということになる。市民への脊

料化実施の情報が初めて明らかになったのが、実施の約8カ月前の昭和63年12月であり、正式決定が平

成1年3月である。市民はその閲に減量化の準備を整えていたと思われる。
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表2 アンケート調査結果

3 有料化実施による減量効果の考察 表1 家庭ごみ成分調査事例
家庭系ごみ成分の調査事例 2)を表 1に示したが、

居芥liび紙類でほぼ90%を占める。有料化実施によ

るごみ減量はこれらのごみを中心としたものである

と予想される。そこでこれらのごみ排出に影響を与

える、資源回収および自家処理についての考察を行っ

た。

厨芥

紙類

モニエターA

283 

66.9% 

105 

24.8% 

モニタ-B モニターC

281 177 

62.4% 43.6%. 

142 169 

31.6% 41.7% 

3. 1 アンケート調査 プラスチyク 17 3 20 

4.1% 0.6% 4.9% 

金属 2 6 11 

0.6% 1.3% 2.6% 

ガラス 15 18 29 

3.7% 4.1% 7.3% 

合計 424 451 405 

家庭での資源回収および自家処理の実施状況の調

査のため、平成4~1月(有料化開始後約3年経過時)

に伊達市内の一般家騰に対するアンケート調査を狩っ

た。調査は無作為に選んだ220世帯(全世帯の約2%)

に調査蕪を配布回収して行った。調査は家庭でのご

み減量に関する質問を中心としており、その集計結

果を表2に示した。
単位 gJ(人・臼)

下段の数字は全体に占める重量割合

3.2 資源回収による影響

伊達市での町内会による資源回収量を図2に示した。有料

化開始後のみのデータであるが、開始翌年の回収量が最も多

く、その後は横ばいとなっている。有開始年の平成l年4月に

は町内会の資源回収への補助金制度が施行されているo アン

ケート調査によ寸Lば、資源回収は95%の世帯が町内会による

資源罰収に出し、そのうち90%は有料化実施以前から行って

いる。したがって、有料化開始後の資掠回収量がすべて膏料

化前後のごみ減少量に等しいわけではないと推察されるo ま

た、資源回収項目は新開・雑誌、ピーノレ・一升瓶を出す割合

は80%以上と非常に高いが、その他はこれらにくらべかなり

低い。これは、それぞれの発生量の違いあるいはすでに回収

/レートの確立しているものとそうでないものの蓋であると考

えられる。これらの資源回収項目の多くが従来から回収率の

高かったと思われる新開・雑誌、ピール・一升瓶を中心とし

ているようであることから、ごみ減量に産接影響を与えるも

のではないようである。ごみの減少推定識と比較すると、有
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料化開始前後1年間の減少推定量は約135g/(日・人〉であり、有料化開始年の資源回収量60g/(日・人)

はその約50%記あたるが、先に述べた理由により減少推定量に占める割合はさらに少なくなる。家庭

系ごみの調査事例3)で見ると、紙業員ごみ4Jに占める新聞・雑誌の割合は紙類ごみの15%程度と非常に

少ない。伊達市では住民の多くが従来から資源回収に参加していたことも考え合わせると、資源回収

が家庭系ごみ減量に直接影響を与えたとは考えにくい。

3.3 自家処理による影響

自家処理としては、厨芥の鹿など mJωぶJ:二人叱Lrik}
への理立(堆肥化の有無にかかわら

ず)と燃えるごみの自宅での焼却を

考えた。表 1では、厨芥と紙類で家

庭から出るごみの90%近くを占めて

いることから、一般家庭でのごみ減

量には自家処理が大きな影響を与え

ていたことが推定される。アンケー

ト調査結果によれば、厨芥の埋立は

52%、紙や木の焼却』ま59%の家庭が

行っている。他のアンケート調査例

4. 5)によっても、自家処理が同程度

行われているという結果が出ている。

これは、伊達市の総世帯の内の約70

。
図3
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伊達市家庭系ごみにおける自家処理
による減量化試算

%が一戸建てであり、比較的自家処理がしやすいことによるのではないかと考えられる。アンケート

調査結果に基づいて、有料化開始前後の自家処理によるごみ減量化の試算を行ってみた。これを図3

に示した。有料化前年度の家庭系ごみの成分を、札幌市の住宅地域での調査例6)をあてはめた。そし

て、各成分ごとの発生霊を推定し、厨芥及び紙類の発生量に自家処理率とそのうち有料化開始年度に

自家処理を始めた家庭の割合をかけて自家処理議を求めた。たとえば厨芥の自家処理量は、自家処理

実施率が52%、そのうち有料化開始年に始めた割合は35%であるので、 324g/(臼・人)x 0.52 X0.35出
59g/(臼・人}と求められる。厨芥と紙類の自家処理麓を合わせると103g/(E・入〉となり、有料化前後
の減少量の推定値135g/(日・人)に匹敵する。したがって、伊達市における家庭系ごみ減量は島家処

理により達成されたのではないかと推撰された。

3.4 その他の要因による影響

資源回収と自家処理以外にごみ収集麗が減少する要因としては、家庭へのごみになるものの持ち込

みの減少も考えられる。表2に訴したようにアンケート調議においてかさばるものやりサイクルしに

くいものを輿控えするようになったかという設問に対しては、 J思うと答えている割合は45%で比較的

高いが、有料化前後で急激にごみ減量が起こった要因としては考えにくい。また他市町村への持ち込

みや不法投棄なども当初見られたようであるが、大規模に見つかつてはおらず、家庭系ごみで年間約

2千トンと推定される減少量に影響を及ぼすほどではなかったと忠われる。家庭系ごみには一部商践

のごみのような事業系ごみの漉入がある。札幌市での調盗事例では 7)、約22%と推定されている。

したがって、これらの事業系ごみの減量化は影響があったと息われ、今後検討すべき要因であると考

えている。

3.5 今後の方向性

有料化実施に伴い、家庭系ごみの市収集ごみ量が減少した。これにより、市では収集車の減車を行

い収集コストを削減できた。自家処理によると思われる大幅なごみ減量を現在以上に進めることは難

しいと思われる。図4に焼却処理開始後の埋立処分量の推移を示したが、焼却灰量に匹敵する不燃ご

みが埋め立てられている。不燃ごみは壊め立てた場合に、淳密されにくく、容積を焼却灰より大きく

要する。したがって、今後は埋立地の延命化のため、不燃ごみの減量をめざす必要があろう。市民の
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ごみ減量の意識が高まった現在、市によるご 1200 

み減議政策は容易に受け入れられる可能性がミ 1000

高いものと思われる。 込
4. まとめ ミ
本研究で考諜した点をまとめると お

1)北梅選伊達市での家庭系ごみ蝿は、実霊 400

施開始直後に大幅に達成され、その後は横型

ばい状態である。したがって、市民によるマ 内

ごみ減量は実施とともにすみやかに始めら 4 品坤 12 4 平J持 12 4 43年 12
れ、現在も続けられていると思われる。 月

2)アンケート調議により、資掠留収と自家 間4 埋立量の軽減状況
処理が広く行われていることがわかった。資源回収は直接はごみ減量にはつながっていないよう

であった。一方自家処理が家庭系ごみ減量の主な喪底であったことが定量的な考察から推察され

た。

3)今後は、不燃ごみの減量による埋立地延命化を図ることが必要であると恩われる。

最後に、伊達市のごみ処理に関する資料の提供をいただいた伊達市市民部清掃センタ一、またア

ンケートに協力していただいた伊達市民の方々に感謝いたします。
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